青木村住宅用太陽光発電導入補助金交付要綱

（目的）

第１条　この要綱は、村内における再生可能エネルギーの導入を促進するため、予算の範囲内で住宅用太陽光発電導入補助金（以下「村補助金」という。）を交付するための手続き等について、必要な事項を定めるものとする。
（補助対象システム）

第２条　補助金を交付する太陽光発電システム（以下「対象システム」という。）は、次の各号のいずれにも該当するものであることとする。
（1） 住宅の屋根等への設置に適した低圧配電線と逆潮流有りで連係し、かつ、太陽電池の最大出力（対象設備を構成する太陽光電池モジュールの公称最大出力の合計値が１０キロワット未満の太陽光発電システムであること。
（2） 未使用であること。
（3） 電力会社と電灯契約及び余剰電力の販売契約を締結できるものであること。
（補助の対象）

第３条　補助の対象となる者は、自ら居住する又は居住する予定の青木村内の住宅（店舗との併用住宅を含む。）に対象システムを設置する者（当該住宅が自己の所有に属さない場合は、当該住宅の所有者の承諾書を提出できる者）で、村税等の滞納がない者とする。

（補助金の額）

第４条　補助金の額は、１キロワット当たり１６，０００円に対象システムを構成する太陽電池の最大出力の値（キロワット単位とし、小数点第２位未満の端数は切り捨てるものとする。）を乗じて得た額とし、１６０，０００円を限度とする。

２  前項の補助金の額に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

（補助金交付の申請）
第５条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、対象システムに係る設置工事に着手する前に、住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付申請書（様式第1号）に次の書類を添えて村長に提出しなければならない。
（1） 対象システムの設置費用の内訳が明記されている見積書
（2） 対象システムの設置予定箇所の位置図
（3） 対象システムの設置予定箇所の現況写真
（4） その他村長が必要と認める書類
（交付決定及び通知）

第６条　村長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を審査して補助金の交付の可否を決定するものとする。
２　村長は、前項の規定による補助金の交付を決定した場合は、住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。
（変更等の承認申請及び決定）

第７条　前条第２項の規定により交付決定を受けた者（以下「補助対象者」という。）は、交付決定の通知を受けた後において、補助金交付申請の内容を変更するとき又は対象システムの設置を中止若しくは廃止しようとするときは、速やかに住宅用太陽光発電システム設置事業補助金変更・中止・廃止承認申請書（様式第３号）を村長に提出しなければならない。
２　村長は、前項の承認申請書の提出があったときは、承認の可否を決定し、住宅用太陽光発電システム設置事業補助金変更・中止・廃止承認通知書（様式第４号）により補助対象者に通知するものとする。

（実績報告）
第８条　補助対象者は、対象システムの設置が完了した日から３０日以内又は補助金の交付決定のあった日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日までに、住宅用太陽光発電システム設置事業補助金実績報告書（様式第５号）に、次に掲げる書類を添えて村長に提出しなければならない。
（1） 対象システムの設置等に要した費用に係る領収書の写し及び内訳書
（2） 対象システムの発電量の最大出力がわかる書類
（3） 対象システムの設置状況を示す写真
（4） 電力会社との電力受給契約書の写し
（5） その他村長が必要と認める書類
（交付額の決定及び通知）

第９条　村長は、前条の実績報告書が提出されたときは、速やかにその内容を審査し、適正と認めたときは、補助金の額を確定し、住宅用太陽光発電システム設置事業補助金確定通知書（様式第６号）により、補助対象者に通知するものとする。

（補助金の請求及び交付）

第10条　補助対象者は、前条の確定通知書を受けとったときは、村長に住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付請求書（様式第７号）を提出するのもとする。
（協力）

第11条  村長は、補助決定者に対し、必要に応じて売電量及び買電量に関するデータの提供その他の協力を求めることができる。

（補則）

第12条  この要綱に定めるもののほか、必要な事項は村長が別に定める。
附  則

（施行期日）

  １　この要綱は、平成２１年１月１３日から施行し、平成２１年１月１３日以降のJ－PEC補助金に係るものから適用する。

（青木村住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱の廃止）

　２　青木村住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱（平成１３年青木村要綱第３号）は、廃止する。

　　　附　則
（施行期日）
　１　この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。
（適用区分）
　２　この要綱の施行の際現にJ－PEC補助金の交付決定を受けている者に係る村補助金の額については、なお従前の例による。

　　　附　則
（施行期日）

　１　この要綱は、平成２４年４月２０日から施行する。

（適用区分）

　２　この要綱の施行の際現にJ-PEC補助金の交付決定を受けている者に係る村補助金の額については、なお従前の例による。

　　　附　則
（施行期日）

　１　この要綱は、平成２５年４月１７日から施行する。

（適用区分）

　２　この要綱の施行の際現にJ-PEC補助金の交付決定を受けている者に係る村補助金の

　　額については、なお従前の例による。
　附　則
（施行期日）
１　この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

（適用区分）
２　この要綱の施行の際現に太陽光発電普及拡大センターが交付する住宅用太陽光発電導入支援補助金の補助金交付決定通知書を受けた者の手続きについては、なお従前の例による。
様式第１号（第５条関係）
住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
　青木村長　　　様
（申請者）〒
住　　所
フリガナ
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号
　青木村住宅用太陽光発電システム設置補助金交付要綱第５条の規定により、次のとおり補助金の交付を申請します。
	対象システムの設置場所
	

	住宅所有者氏名
	

	建築の区分
	新築　・　既築

	工事着工予定日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日

	設置完了予定日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日

	太陽電池の最大出力
	　　　　　　　　　　　　　　　　Kw

	補助金交付申請額
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

	対象システムの型番等
	


太陽電池の最大出力合計値は小数点第２位未満を切り捨て小数点第２位まで記入
添付書類
（1） 対象システムの設置費用の内訳が明記されている見積書
（2） 対象システムの設置予定箇所の位置図
（3） 対象システムの設置予定箇所の現況写真
様式第２号（第６条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　青総企第　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　様
青木村長　　　　　　　　　
住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付決定通知書
　　　年　　月　　日付で交付申請のあった住宅用太陽光発電システム設置事業補助金について、下記のとおり決定しましたので通知します。
記

１　交付決定金額　　　　　　　　　　　　　　　円
２　交付条件等
　　　補助対象者は、次に該当する場合は、あらかじめ村長の承諾を受けてください。
（1） 申請の内容を変更しようとするとき。
（2） 対象システムの設置等を中止又は廃止しようとするとき。
３　実績報告
　　　補助対象者は、対象システムの設置等を完了した後、定められた期間内に実績報告書を提出してください。
４　補助金額の確定等
　　　村長は、前項の規定により提出された実績報告書を審査し、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に該当すると認められたときは、補助金の額を確定し通知するものとします。
５　補助金の交付等
　　　補助金の額の確定後、補助対象者の請求に基づき補助金を交付します。ただし、この補助金の交付の条件に違反したときは、その全額又は一部の返還を命ずることがあります。
様式第３号（第７条関係）
住宅用太陽光発電システム設置事業補助金（変更・中止・廃止）承認申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
　青木村長　　　様
（申請者）〒
住　　所
フリガナ
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号
　　　年　　月　　日　　青総企第　　号で補助金交付決定を受けた住宅用太陽光発電システム設置事業について、申請の内容を下記のとおり（変更・中止・廃止）したいので承認してください。
記
１　（変更・中止・廃止）の内容

２　（変更・中止・廃止）の理由
様式第４号（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　青総企第　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　様
青木村長　　　　　　　　　
住宅用太陽光発電システム設置事業補助金（変更・中止・廃止）承認通知書
　　　年　　月　　日付で申請のあった住宅用太陽光発電システム設置事業補助金（変更・中止・廃止）承認申請についてについて、下記のとおり通知します。
記

１　申請のとおり、（変更・中止・廃止）について承認します。
様式第５号（第８条関係）
住宅用太陽光発電システム設置事業補助金実績報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
　青木村長　　　様
（申請者）〒
住　　所
フリガナ
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号
　　　年　　月　　日　　青総企第　　号で補助金交付決定を受けた住宅用太陽光発電システムの設置等が完了したので、下記のとおり報告します。
記
１　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　対象システムの設置等完了年月日　　　　　　　　　年　　月　　日
３　添付書類
（1） 対象システムの設置に要した費用に係る領収書の写し及び内訳書
（2） 対象システムの発電量の最大出力がわかる書類
（3） 対象システムの設置状況を示す写真
（4） 電力会社との電力受給契約書の写し

様式第６号（第９条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　青総企第　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　様
青木村長　　　　　　　　　
住宅用太陽光発電システム設置事業補助金確定通知書
　　　年　　月　　日付で実績報告のあった住宅用太陽光発電システム設置事業補助金について、下記により額を確定したので通知します。
記

１　交付金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
様式第７号（第１０条関係）
住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付請求書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
　青木村長　　　様
（申請者）
住　　所
フリガナ
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号
　　　年　　月　　日　　青総企第　　号で補助金額の確定があった住宅用太陽光発電システム設置事業補助金を、下記のとおり請求します。
記

１　請　求　額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　振　込　先
	金融機関名
	　　　　　　　　　銀行
　　　　　　　　　信用金庫　　　　　　　　　支店

　　　　　　　　　農協　　　　　　　　　　　支所

	口座番号
	当座・普通

	口座名義（ふりがな）
	


納税状況調査同意書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
　青木村長　　　様
（申請者）〒
住　　所
フリガナ
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
生年月日　　明・大・昭・平　　年　　月　　日
　私は、青木村住宅用太陽光発電システム設置事業補助金申請に係る納税状況確認のため、次の村税等の納付状況について、村が関係公簿等を調査することについて、同意します。
調査に同意する税目等
１．個人住民税

２．固定資産税

３．軽自動車税

４．国民健康保険税

５．水道料・下水道料
以下は記入不要です。

担当係記入欄
	担当係
	滞納なし
	滞納あり

	税務係
	
	個人村民税・固定資産税・軽自動車税・国民健康保険税

	上下水道係
	
	水道料・下水道料


	課長
	課長
	係長
	係長
	係員
	係員

	
	
	
	
	
	


住宅用太陽光発電システム設置承諾書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
年　　　　月　　　　日
　青木村長　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

住宅使用者　住　　所
フリガナ
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　印
電話番号
　私の所有する下記の物件について、下記の申請者が住宅用太陽光発電システムを設置することに同意します。
記

	申請者氏名
（設置者氏名）
	

	対象物件所在地
	青木村大字


